
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

本年6月1日時点までに、途上国税関への短期専門家計80人程度（内アジアは70人程度）派遣。本年6月時点までに、途
上国税関への短期専門家計100人程度（内アジアは80人程度）派遣。
本年6月時点まで、途上国税関への13人の長期専門家派遣を継続的に実施（内アジア向けは本年1月に増員済み）。
本年6月1日時点までに、途上国税関から研修員計170人程度（内アジアは100人程度）受入。本年6月時点までに、途上
国税関から計170人程度（内アジアは100人程度）受入。
本年6月時点までに、ADB,AfDB,IDBの国際開発金融機関の日本基金を通じた計17件（内アジアは13件）の貿易円滑化
案件受付。

　財務省、JICA、ＷＣＯ、ＭＤＢｓと連携して、税関能力強化、基礎的な制度等の構築支援、通関手続の調和支援等を実
施することにより、世界的な貿易推進を図ることによって、日本企業の海外展開が行いやすい環境を整備する。

実施方法 　■直接実施　□委託・請負　　□補助金　　□負担金　　□交付金　　□貸付金　　■その他（国際機関との協力）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

・途上国税関及び国際開発金融機関等との綿密な協議。

平成24年度補正予算額 -
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

-

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

近年、部材が多国間にまたがって取引されるといったサプライチェーンの複雑化・高度化に伴い、JETRO等との情報網を
活用しながら日本企業の海外展開支援を行っていく。財務省・税関では、例えばASEAN諸国に対する関税技術協力（日
本での受入研修や日本からの専門家の派遣等）については、相手国税関の現状の分析や進出日本企業の要望などを
踏まえて複数年に亘る技術協力計画を相手国税関と合意の上策定し、ＷＣＯ（世界税関機構）、JICA（国際協力機構）及
びＡＤＢ（アジア開発銀行）と連携しつつ実施している。その一例として、ベトナムに対し2014年中の稼働を目指した
NACCS型通関システム導入プロジェクトを実施している。加えて、ＷＣＯの知見を活用しつつ、ＡＤＢ、ＡｆＤＢ（アフリカ開
発銀行）、ＩＤＢ（米州開発銀行）といった国際開発金融機関の日本基金を通じて、税関能力強化、基礎的な制度等の構
築支援、通関手続の調和支援等を実施することにより、世界的な貿易推進を図っていく。

対策における施策の名称 税関分野の技術支援等を通じた、途上国税関の貿易関連制度・環境の近代化・高度化

（事業名）
税関分野の技術支援等を通じた、途上国税関の貿易関連制度・環境の近
代化・高度化

新規/既存 ■新規　　　□既存

対策の柱立て（小区分①）

担当課 国際協力担当参事官室

対策の柱立て（小区分②） ①日本企業の海外展開支援、海外投資収益の国内還流の円滑化等

事業番号 240

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（財務省）

対策の柱立て（大区分） Ⅱ．成長による富の創出

担当部局 関税局

対策の柱立て（中区分） ３．日本企業の海外展開支援等

国 

国際開発金融機関 

ADB,AfDB,IDB 途上国税関 

【進捗ステップのイメージ図】 

WCO 

短期専門家派遣 

（本年6月までに100人程度、 

6月1日までに約80%実施） 

受入研修研修 

（本年6月までに170人、 

6月1日までに約100%実施） 

JICA 
協力 

長期専門家派遣 

知見の共有 

知見の共有 

技術協力 

案件申請 

（17件） 

日本企業 JETRO等 

ニーズ等 



事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

ミャンマー（和）通関及び税関業務 （英）Customs Administration
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/fd8d16591192018749256bf300087cfd/a03ca30198c6e33b492579a30079dad4?OpenD
ocument
ベトナム（和）通関電子化促進プロジェクト （英）Project for promoting E-customs in Vietnam
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/4f3700b697729bb649256bf300087d02/ce4fd2ddaf79554a492579dc0079ed18?OpenDo
cument


